
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談受付事務処理の流れ（愛媛県消費生活センター）                                  別紙 

 

問題等の発生   

 

 
 

苦 情 

 

苦 情 

問合せ 

要 望 

消費者 

経由機関 

 

電 話 

来 訪 
文 書 

（メール、ＦＡＸ等） 

 

 

 

 

文書相談の場

合、正確な情

報に基づいて

回答する必要

があるため、

原則として電

話にて回答 

 

・相談者から聴き取り 

・相談内容の把握 

・契約書面等の入手 

・同種事例の調査 

（PIO-NET 等） 

・関係機関等へ問合せ 

・その他 

 

・問題点の整理 

・関係法令等の確認 

・複数の相談員等と相談 

・国民生活センター等へ

問合せ 

・法律相談 

・商品テスト結果 

 

当 

日 

処 

理 

 

継 

続 

処 

理 

処理不要・処理不能 

助言（自主交渉） 

・自主交渉の方法を助言し、相談者

自身が自主交渉 

他機関紹介 

・センターではあっせん・助言等は

行わず、他の専門機関を紹介 

その他情報提供 

・一般的なアドバイスや情報提供を

行う 

あっせん交渉 

・消費者が自主交渉しているが、事

業者が応じない場合等で、消費者

の主張に合理性が認められ、消費

者があっせんを望んでいる場合、

当事者間で自主的な解決が行われ

るように、センターが消費者と事

業者の間に介在し、助言・援助・

調整等を行う 

 

 

あっせん解決 

 

 

あっせん不調 

 

 

処理不能 

再発防止対策等 

行政機関への 

要    望 製品事故 消費者事故等 

商品テストの要否 重大事故等 重大事故等以外 

 

商品テストの実施 

又は 

商品テストの依頼 

消費者庁に 

直ちに通知 
※情報入手から

数時間以内 

県民生活課 

に情報提供 

 
被害拡大等の

おそれあり 

 
被害拡大等の

おそれなし 

 

消費者庁に 

速やかに通知 

 
※ PIO-NET に

入力した場合は

通知したものと

みなす 

PIO-NET入力 

事業者への  

要    望 

消費者への  

啓発・情報提供 

消費者トラブル 

緊急情報 

県民生活課に 

速やかに報告 

相談受付 事実の確認 相談対応方針の検討 相談対応 再発防止対策等 

 

＜消費者トラブル緊急情報＞とは 
① 特定の事業者の商品又は役務に関する相談が多数寄せられ又はこの相談が増加傾向のもの 

② 特定の事業者の商品又は役務に関する相談が短期間に増大し、消費者被害が多数発生する恐

れのあるもの 

③ 特定の事業者に関する被害の内容が消費者に重大な影響を与え又はその恐れのあるもの 

④ 消費者を著しく誤認又は困惑させるような取引方法などに関する消費者被害であって、この

種の事例が繰り返し発生する恐れのあるもの 

⑤ 特定の商品又は役務の相談が最近増加の傾向にあり、社会的関心の高いもの 

⑥ 新たな商法又は販売手口により消費者被害が増加傾向のもの 

⑦ ⑤又は⑥に定めるほか、消費者に注意を喚起する必要があるもの 

全国消費生活情報ネットワーク・システム（ＰＩＯ-ＮＥＴ）入力・決裁 


